
(

244,513

1,108,605

69,609

農業就業人口

％

56,149

（R3.1.1～12.31）

3,116

70,592

製造品出荷額等

18,352

115,466

－

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

44.8

億円住民所得

総生産額（令和５年度）

2,342

％

4,711

就業人口（令和２年国調）

3,421 千円

24,732

％

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

57,577

計

面積082040

区分

世帯数

女 71,545

合計 142,995

②②産産業業構構造造

平成17年９月12日　合併により誕生
古河市　総和町　三和町

②②地地勢勢・・風風土土等等

法適用（上水　公共下
水　特定環境下水　農
業集落排水）
法非適用（宅造　観光
施設その他）

①①沿沿革革

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
診療所　し尿　斎場　ごみ　コミュニ
ティセンター　運動場　消防　養護老
人ホーム　特殊湛水防除

令和6年4月1日

306-0291

製造業

地方公共
団体コ－ド

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

88

第１次

333,507

＜＜概概要要＞＞

2,176

6,765

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

令和4年4月1日

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

799

3,264

684

うち一般行政関係

公営事業
会計関係

第２次

農家数

全職員数

（人）

百円

882

卸・小売業
（令和４年６月１日）

〈 ＴＥＬ 〉

類型

0280-92-7633

〈e-mail〉

期目

(百万円・人）

（R5.1.1～12.31）
従業者数

％

事業所数

人口1人当り住民所得

（戸・事業所・人・百万円）

％

53.3

第３次

－

男

58.8

3.6

女 老齢人口割合

市町村内
総生産 7,438 億円

57,889
有権者数

8,972

従業者数
年間販売額 

0.9

％

1,184

（令和６年６月１日）

（令和２年２月１日）

農業

396,479

総額・総数 65,732

％

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

743,761

区分
地域手当
補正後
ラス指数

50,465

96.7

人
口

男
883

④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

全職員数
の  推  移 866

95.8

＜市長＞－＜副市長＞

企 画 政 策 部 － 秘書課、企画課（共生・交流推進室）、

                  　     プロジェクト推進課、デジタル推進課（統計室）、

　　　　　　　　　　　 シティプロモーション課

総　  務　  部   － 総務課、職員課、契約検査課、消防防災課

財　  政　  部   － 財政課、収納課、市民税課、資産税課、財産活用課

市　  民　  部   － 市民協働課、人権推進課、

                  　     市民総合窓口課（古河庁舎市民総合窓口室、三和

                  　     庁舎市民総合窓口室） 、環境課（環境施設管理室）、

                  　     交通防犯課

福　  祉　  部  －  福祉推進課、社会福祉課、障がい福祉課、

                  　     高齢介護課、こども政策課、保育課、

                  　     子育て包括支援課（児童発達支援センター）

健 康 推 進 部 － 健康づくり課、国保年金課、古河福祉の森診療所

産　  業　  部   － 産業戦略課、観光物産課、農政課

都 市 建 設 部 － 都市計画課、区画整理課、建築指導課、

　　　　　　　　　　　　道路河川課、用地管理課、営繕住宅課

上 下 水 道 部 － 下水道課、水道課（思川浄水場整備推進室）

会 計 管 理 者 － 会計課

＜教育長＞     － 教育委員会

教　  育　  部   －  教育総務課（教育政策室）、学校教育施設課、

                  　      指導課、学校給食課、生涯学習課、文化振興課、

                  　      社会教育施設課、スポーツ振興課

＜議会＞         － 議会事務局

＜行政委員会＞－農業委員会事務局、選挙管理委員会事務局、

                  　      監査委員事務局、公平委員会事務局、

                  　      固定資産評価審査委員会事務局

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

一般行政職の
平均給料月額

430

令和5年4月1日

古河ブランド認証品（古河の地酒「御慶事」、鮒の甘露煮、御家寳、昔しょうゆ
等）、にんじん、ニガウリ、サニーレタス、みやこかぼちゃ、長ナス、ブロッコ
リー、はくさい、キャベツ、きゅうり、ロマネスコ、バラ、ほおずき、さしま茶

事業所数

主業農家数

④④特特産産物物

38,658

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

37.6

　関東平野のほぼ中央、茨城県の西端に位置し、埼玉県、
栃木県と接している。ほぼ全域にわたって平坦な地形で、
気候も概ね温暖であることから、生活の場・生産の場として
恵まれた自然条件にあるといえる。
　また、東京やさいたま市、宇都宮市までの距離が50～
60kmという地理的条件に加え、JR宇都宮線をはじめ、国道
４号や新４号バイパス等の交通ネットワークが整備されてい
ることから、さいたま新都心、小山、宇都宮との交流が盛ん
であり、住宅・工業化の集積が進んでいる。

29.8

平成２２年 令和２年

139,344 135,886140,946

67,480

70,354

60,405

123.58Ⅲ－２

887

普通会計関係

ラスパイレ
ス指数

（令和８年４月１日）

常住人口国勢調査

③③人人口口・・世世帯帯数数

古古河河市市（（ここががしし））
市章

〈 Ｈ Ｐ 〉

〈 住所 〉

http://www.city.ibaraki-koga.lg.jp
0280-92-3111

一部事務組合加入事業〒 地域指定

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

古河市下大野2248番地

hisho@city.ibaraki-koga.lg.jp

〈 ＦＡＸ 〉

＜＜行行政政組組織織＞＞

ｋ㎡

都市開発（一部区
域）
特定農山村（一部区
域）

69,735

平成２７年

71,450

379

68,406

52,571

公営企業
※令和8年３月31日現在

法人番号 3000020082040

副市長

6644 歳）

近藤　かおる/欠員

3
針谷　力

任 期 令和10年12月15日

就任回数

長
はりや　ちから

令和9年4月30日任　　　　期

青木　和夫議　　　　長 副議長 鈴木　務

条例定数 人

党　派　別

現議員数

公明４人、共産１人、幸福実現１人、自民8人、無所属10人

24 人24

8



百万円

－

18,140

0.729

3,818

31.3

実質赤字比率

5,173公債費

12,808

人件費

11,397

90.7

33,630

42,389

経常収支比率

8.9

実質公債費比率

財政力指数（令和７年度）

地方債現在高（A)

8.8うち繰出金

（千円・％）

7,546,688

33.9（ ）

徴収率
[  ]は県平均値

）33.4

収入額

7,202,551

(

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

95.4

[97.0]

区分 調定額

市町村民税・個人
（構成比）

(

1,635,655

）（ ）

校

7.4

1,649,659

1,460

10,099,900

-

23小学校 ※１

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

22,275,750市町村税合計
（国保除く）増減率

38

増減額

固定資産税
（構成比）

7.6

45.6(

9,840,540

））

99.2

[98.8]

97.4

[97.4]（ 45.3

市町村民税・法人
（構成比）

単年度収支

355,047

決算額

％

△ 12.1

△ 184

△ 1021.2

5.0 38.4

38.7 △ 815

(11.69 )

(16.69 )

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

投資的経費

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

積立金現在高（C)

[23,010]

[7,792]

20.7 ( 350.0 )

百万円43,800将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

[5,771]

[0.666]

[25,031]

[17,283]

％将来負担比率

[93.0]

百万円

[27.8]

債務負担行為支出予定額（B)

標準財政規模（令和７年度） 百万円

[6.7]

％

△ 4.1

連結実質赤字比率

・・健健全全化化判判断断基基準準

( 25.0 )3.3 ％

36.2

うち補助

5,116

- ％

-

△ 3.5

68

6.6うち単独

861

その他の経費 22,460

1,015

1.5

26312.9 3.7

8.2 27.5

8.2

1,030

53.1

1,0304,781 27.5

8.6

普通建設事業費

形式収支

歳　　入

3,029,793

扶助費

歳　　出

141

3,040

16,160

区　　分

7,911

うち繰入金

義務的経費

7,460

30,773

17

-

△ 311,409

実質単年度収支 210,062

53,915

2,353,710

－61,097

2,407,625

認定こども園 ※１

9

0

実質収支

構成比

-

（百万円・％）

図書館

843

2.4

20.312,393

58,014

その他

うち臨財債

国庫支出金

743

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

幼稚園 ※１

＜＜財財政政状状況況＞＞

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

①①決決算算収収支支

か所

2

△ 56.6

公民館等

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

内　　　容

9.91,634

7

2.5

4.0

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

％

＜今後の主要課題＞
　・産業基盤の整備、新たな雇用の創出
　・創業及び事業承継支援
　・小中学校の学校再編の推進
　・結婚、妊娠・出産、子育てへの総合的な取組推進
　・地域防災力の向上
　・DX・GXの推進

＜特色ある行政等＞
　・重層的支援体制による切れ目のない福祉支援
　・こどもに対する医療費の助成
　・小中学校給食費の無償化、食物アレルギー者等への給食支援
　・こどもの居場所づくり支援
　・SDGs未来都市「誰一人取り残さない包摂社会とゼロカーボンシティ
　　の古河（まち）」の推進
　・地域物産と一体化したふるさと納税の展開

-

増減率

61,096,761 2.4

3,082,477

令和６年度決算

△ 218

3

園

0児童館

プ－ル

（百万円）

か所 62.4

老人福祉施設 71

326 戸

7

公営住宅

保育所 ※１ 16 か所 病院・一般診療所

汚水処理普及率

56,607,542

59,637,335

区分

歳歳　　　　　　入入

地方債

92.3

625 5.3

地方税 21,593

△ 12.0△ 706

歳歳　　　　　　出出

地方交付税 12.9

1,191

66

1,406

4,781

21,593,474

（千円・％）

か所

％

令和５年度決算

2.5

96.9

58,014,284

か所

[97.4]

か所

か所

か所

2

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

体育館

校中学校 ※１

％

道路改良率

道路舗装率

園

上水道等普及率 98.0

％49.6

35.3

0.2 80

校

0.4

義務教育学校 ※１

△ 1.4

26.5

0.2

△ 112

概　 算
事業費

地域未来投資促進法を活用した官民
連携による新たな産業用地の創出。
（東山田・谷貝地区）

250
（R８）

小中学校給食費
の無償化

R６
～

物価高騰による子育て世帯の経済的
負担を軽減するため、小中学校給食
費を無償化。

156
（R８）

地域防災計画の
改定

R８
～

災害に備え、地域防災力の強化を目
的として計画を改定を行う。

6
（R８）

名　　称 期間

R８
～

移動販売車によ
る買い物支援

高齢者等の買い物支援と地域の見守
り・支えあいの拠点づくりを図る。

0.5
（R８）

産業ビジョンの
策定

R８
～

地域未来戦略を踏まえ、地域特性を
活かした産業政策の基本的な考え方
を市民や事業者と共有し、地域経済
の成長を目指す。

9
（R８）

R４
～

新たな産業用地
の創出

9


